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将来、マイナンバー制度の運用が民間利用まで発展することで、公的サービス以外での活用範囲が

拡大されることが見込まれます。 

オンプレミス側の構築やクラウド内の構築まで一気通貫で支援するワンストップソリューション

サービスの獲得を積極的に展開し、クラウド関連事業の収益をさらに成長させてまいります。 

 
3. 業績への影響 

  直近の平成 28 年 3 月期の連結業績予想からの修正はありません。 

 
※1 サービス価格は、従業員数 100 名の場合のプランとなります。 

 


